第3章　中国

ナズール・イスラム
最近の動向：　2004年は胡錦濤氏率いるいわゆる第4世代の指導者達がさらに権力を固めた。胡氏は江沢民氏に代わり中央軍事委員会（CMC）主席に就任し，中国共産党（CCP）総書記，中国国家主席と並んで政治の最高ポストのすべてを掌握した。もう1人温家宝首相も影響力を持つ人物で，経済政策に関して大きな責務を負い，権力は完全に胡政権へ委譲された。第3世代の指導者や江沢民氏の支持者にも相変わらず影響力を持つ人物が何人かおり，胡氏と温氏は引き続きCCP内での支持基盤を強化する必要があるだろう。しかし，主な人事問題は事実上片付いたと考えてよい。これで焦点は新指導部が遂行する政策イニシアティブに移ると思われる。

経済面では，指導部は中・長期的に経済成長を確実に維持すると同時に短期的には過熱を回避する必要がある。2003～04年，中国の経済成長は年9％を越えた（表3.1）。投資比率が非常に高く，主にこれが成長に拍車をかけた。2003年の総固定資本形成は名目GDPの44％に増加し，（50万元を超える）比較的大型のプロジェクトに対する投資を基にした1～11月期の推定値をみると，2004年にはGDPの50％を超える見込みである。アレン・グリンスパン氏が1990年代後半の米国の株価の動きを表現した言葉を借りると，中国は「根拠なき投資熱」に浮かされている危険がある。これだけ高率の投資が続けば，結果的に過剰設備と不況に陥る可能性が高い。したがって，現指導部が直面する大仕事は急降下ではなく軟着陸を確実に果たすことである。

もう1つ，不平等格差も政治的含みを持つ重要な経済問題である。皮肉にも，現在中国は最も不平等な社会の1つになった。Zhuo and Wang（2003）によると，不平等の尺度であるジニ係数が1996年の0.42から2000年には0.46に上がった。一方で，底辺層20％の所得に対するトップ層20％の所得の比率は4.2倍から9.6倍に上昇した。さらに，同期間にトップ20％が得た富の割合も38％から52％に増大した。この不平等には農村部と都市部の不平等，地域，特に沿岸部と内陸部の不平等などいくつかの側面がある。たとえば，2000年までに都市部での平均所得が農村部での平均所得のおよそ3倍になった。同程度の所得水準国（一人当たりGDPが800～1,000米ドル）における所得格差の国際平均値は1.7倍である。国内での労働移動制限や失業問題と相まって，不平等格差の増大がすぐにも政治問題化するかもしれないといった不安が高まっている。2002年には東北部（中国の斜陽工業地帯）で労働者が中国最大規模の抗議行動をいくつか起こしており，不平等格差問題を軽視すべきではないことを示している。

政治面では，新指導部も経済主体の多様性と政治の独裁といった深い矛盾に直面している。この問題にはCCPも長年苦闘してきたが，多党制より党内部での多様性を認める決定を下したようだ。こうして，江沢民政権下でCCPは私有企業オーナーの共産党入党を許可ことが物議を醸してはいるが，新指導部もこの政策を継続している。さらに，CCP内部でもっと民主主義を導入しようとしている。選挙あるいは競争に基づく推薦を通じて任命する党ポストが増えたことはその証である。さらに，権力行使方法に対するチェック・アンド・バランス機能と意思決定プロセスの透明性を高め，国民との共有情報を増やそうという取り組みもある。しかし，一党支配の下で経済主体の多様性を認めるといった矛盾は，今後中国が直面する最も重要な矛盾として残るであろうし，CCPがこの矛盾を上手く封じ込めるか又は解決できるかどうかはまだわからない。

成長，生活水準，経済構造：　経済成長抑制に向けた努力にもかかわらず成長は加速し続け，2004年の実質GDP成長率は2003年の9.0％から9.5％に上昇した（表3.1）。2004年の成長は1年前の予測を相当上回った（7.5～8.6％，International Centre for the Study of East Asian Development various years, 2004 issue, pp. 9～10）。2002～04年に人口増加率が年間0.6％に低下したため，2003年には8.6％であった一人当たり実質GDP成長率が2004年には8.8％になった。中国では，まだGDP推定値にあわせてデータ調整が行われており，企業，地方単位および政府役人に水増し報告を促す誘因が消えていない。そのため，今でも中国の公表統計は多くの問題を抱えているが，こういった要素の影響は時と共に薄れている。それに，統計上の問題による影響を計算に入れても，中国の成長率はやはり目覚しい。所得増加に加えて，中国の社会指標と健康指標も大幅に改善された。2002年において，出生時平均余命は71歳に達し，出生千人当たりの乳児死亡者数は30人に低下した。しかし，2002年の中等教育就学率は68％と改善の余地がある。また，2002年時点で15歳以上の人口の9％は読み書きができない。もっとも，そのほとんどが高齢者で，この問題を修正するのは困難である。

支出に関しては，すでに述べたように，名目GDPに占める固定資本投資の割合が著しく高く， 2003年は44％，2004年の予測値では54％となっている（表3.1）。固定資本投資はそれ以前の10年間も比較的高く，1993～2002年まででGDPの34～39％だった。したがって，過剰投資懸念は中国では目新しいことではないが，それでも2003～04年のように異常に高い水準になると，これは緊急懸念事項になってくる。公共部門が相変わらず固定資本投資の半分以上を占めているが，近年は民間の固定資本投資も比較的急速に伸び，1994～98年は8～11％，1999～2000年は12～13％，2001～02年は15～17％で，2003年はGDPの20％であった。高投資率に対して，個人消費は伸び悩み，対名目GDP比で1996～2001年は47～48％，2002年は46％，2003年は45％であった。しかし，個人消費の対実質GDP比は若干増加する傾向にあった。過去数年間，政府消費の割合は名目GDPの13％付近で安定している。中国では対外部門（外国貿易）の重要性も急速に高まり，現在，財貨・サービスの輸出入の国際収支推定値がそれぞれ名目GDPの3分の1程度を占めている。中国の経済規模が大きい点と1990年代を通じて対名目GDP比が輸出入共に15％以下だったことを考えると，構造変化が著しい。

非常に高い投資比率とは別に，他の指標も経済（少なくとも経済の特定部門）が過熱している可能性を示している。重要な症状の1つはインフレの加速である。2004年の予測ではGDPデフレーターが5.0％，消費者物価指数が3.9％の上昇と仮定した（表3.2）。これらのインフレ率は控えめではあるが，どちらも2.0％以下だった1998～2003年に比べると大幅に増加している。したがって，中国経済は減速する必要があるというのが一致した見解で，これが2005年の経済成長予測に反映されている（平均8％，表1.2）。これらの予測は1年前に出された2004年の予想と類似しており，政府は投資を抑制できるだろうとみている。

中国では他にも重大な構造変化が続いている。2003年において，実質GDPに占める農業の割合が13％に減少した。一方，鉱業と製造業の割合は54％に増加し，残りの3分の1は建築業，商業，運輸・通信業，その他のサービス産業に分散している（表3.1）。鉱業，製造業，運輸・通信業が名目GDPに占める割合はずっと小さく，これらの分野ではインフレ率が比較的低いことがわかる（表3.2）。しかし，雇用に関しては，依然として農業が群を抜いて最大部門で，2002年には全体の50％を占めた。一方，製造業の割合は11％とかなり低かった。これは農業の労働生産性が製造業の労働生産性の約9分の1であることを反映している。ほとんどの経済で農業の労働生産性は製造業より低い傾向にあるが，中国の場合はこの差が非常に大きく，社会的・政治的に重要な意味合いを持っている可能性がある。

金融・財政政策：　中国は近年，金融拡張政策を採ってきたが，2004年に経済の過熱を避けるため金融抑制政策に転換した。中国が金融の引締めを躊躇したのは，利率を引き上げると投資ばかりでなく，促進を必要としている消費にも影響しかねないとの懸念があったからである。また，利率が高くなると中国人民元の切り上げ期待と相まって，証券やその他の投資流入を誘引する可能性もある。中国当局はそういう事態を避けたいと考えている。したがって，不動産部門への貸出規定を厳しくしたり，監視介入を強めたりといった的を定めた措置を使って投資を抑制しようとした。中央銀行（People’s Bank of China, PBC）も市場を通じた利率決定を可能にするため，支払準備率と商業銀行の貸出金利の上限を引き上げた。その後10月にPBCは9年ぶりに利率を引き上げ，貸出金利は5.3％から5.6％に上昇した（表3.2）。中国当局は銀行貸出（つまり，広義のマネーサプライ）が利率変動にあまり敏感ではないことを理解しており，おそらく投資を抑制するための監視介入または支払準備率の引き上げなど的を定めた措置への依存度を高め続けるだろう。また，中国は不良債権（NPL）問題も抱えており，この問題に対処するため2004年に一部銀行部門の資本構造を変更した。近年で3度目の変更である。起債という通常の方法ではなく国の外貨準備から銀行に資本注入するといった型破りの方法を採った。しかし，資本構造の変更規模は限定的で，NPL問題は今後も続きそうである。

最近，中国は税収を大幅に増やしたが，相変わらず政府の財政赤字は比較的大きく，2000～03年の赤字はGDPの2.5～3.0％であった（表3.2）。しかし，2003年に幾分減少し，その後2004年の1～11月期にはGDPの1％未満に大幅に縮小した。政府債務がGDPに占める割合も2002年まで増大傾向であったが，2003年には5.3％に低下した。これらの率は全て妥当な範囲内にあるが，政府債務の実態を反映してはいない。というのも，政府勘定には国有企業（SOE）関連の大型支出と債務が含まれていないからである。その重要部分は国有銀行が抱えるNPLと銀行の資本構造変更に関連するものである。SOEは民間部門からも融資を受けており，赤字SOEに対する民間融資の一部もNPL問題に含まれている。さらに，SOEをリストラすると短期的に政府の年金および厚生負担が増す。したがって，投資支出を抑制したとしても，経済改革が進展するにつれ政府に対する金融圧力は高まるであろう。

対外取引と債務：　中国人民元の適正な為替レートに関する議論も続いている。2003～04年にかけてGDPの3％以上に相当する巨額の経常黒字を出したこともあって（表3.2），米国などの政府が中国に人民元を切り上げるか変動相場制を導入するよう圧力をかけた。中国はこの要求を拒否した。切り上げると海外からの証券投資や貸付の流入拡大を促す可能性があると恐れたからである。そうなれば中国の現在の脆弱な金融システムでは対処に苦労するかもしれない。また，中国の最近の活況は輸出の伸びに負うところも大きく，元高になると輸出の伸びが脅かされる可能性もある。さらに，中国当局は元高による輸入の伸びが増大する可能性も懸念しており，最近，世界貿易機関（WTO）に加盟して輸入障壁を低減した後は特に憂慮している。しかし，輸出も輸入も2003年および2004年1～11月期に急速に増え続けた（輸出が35～36％，輸入が37～40％，表3.3）。中国は多くの高額製品を購入したり（航空機の大型注文など），外国資本流入制限の緩和を推進したりして重要な貿易相手国を懐柔しようとし，最終的にはより柔軟な為替レート制度に移行する意志を示した。ただし，為替制度の移行は（資源配分の改善など）プラス効果が想定されるマイナス効果を明らかに上回る場合に限ると強調した。したがって，ゆっくりと慎重にではあるが，最終的には管理フロート制に切り替わるであろう。

最近，中国は財貨貿易の巨額の黒字が原因で相当の経常黒字を計上している。額はそれを下回るがサービスと所得で赤字を計上しており，黒字が一部帳消しになっている（表3.2）。2003年，経常黒字のおかげで輸入の10か月分に相当する外貨準備が蓄積され，対外債務負担も比較的低く抑えられている。対外債務負担はこれまでGDPの18％（1994年に記録）を上回ったことがない。また，中国は外国の多国籍企業による特に巨額の直接投資ならびに金額はそれほどでもないが証券投資とその他の投資（主に貸付）の受入国であるが，対外証券とその他投資の大きな供与国にもなっている。

品目別・国別の対外取引：　中国の貿易品目は主に製造業，特に機械であり，2004年1～11月期の輸出入に占める割合はどちらも45％に増加した（表3.3）。機械輸出は1995年以前の輸出全体の5分の1未満から特に急速な伸びを見せた。事務用・電算機器，通信機器，その他電気機器の3つの電気機械関連カテゴリーのシェアは最大で，輸出に占める割合はあわせて1998年の20％から2004年は36％に増加した。同カテゴリーが輸入に占める割合も1998年の20％から2004年は29％に伸びた。ほとんどは中国で加工される製品の中間財である。そして加工製品の大部分はその後輸出される。主に資本財からなる一般機械も大きな輸入品目であるが，1993～96年には21～22％あったシェアが2000～04年には12～13％に減少した。その他製品の輸出は多く，その最大品目は繊維，衣類，雑貨（玩具，スポーツ用品，その他）などの労働集約型製品である。その他製品のシェアは1994年の60％を頂点に2004年には43％に低減した。

中国の貿易傾向を特定するのは困難である。というのも，特に輸出で香港を通しての間接貿易が多いからである。しかし，時が経ち香港が中国の輸出と輸入に占める割合が2004年1～11月期にそれぞれ17％と2％に落ち込み（表3.4），香港経由の間接貿易の重要性も相当低下した。香港から輸入シェアが低水準に激減した主な理由は，中国が1993年に本来の輸入相手国別に輸入の再分類を始めたためである。ただし，輸出は最終仕向地別に報告していない。Hong Kong, Census and Statistics Department（various years a）によると，2003年の中国製品の香港経由の再輸出は再輸入より23％多く，香港経由の再輸出でかなりの利潤差益を稼いでいることがわかる。再輸出の最大シェア（27％）は米国向けで，米国から香港経由で中国への再輸出シェアも21％と大きい。欧州5大工業国（ドイツ，イギリス，オランダ，フランス，イタリア）および日本がそれぞれ16％と8％で米国に続いている。近年，日本，欧州工業国，米国は中国の主要な直接輸出市場でもあり，また重要な輸入相手国でもあった。しかし米国のシェアと同様，日本のシェアは減少傾向にあった。最近では韓国と台湾も大きな輸入品供給国であり，韓国はある程度重要な輸出市場でもある。

日本と欧州諸国は中国における二国間経済援助（公的資金の純流入）および銀行貸出しの主要な供給源でもある（表3.4）。世界銀行やアジア開発銀行などの多国間機関も主に無償融資からなる援助の主な供与機関である。1985～2002年の援助総額は610億米ドルに上り，内290億米ドルを多国間機関が，150億米ドルを日本が，110億米ドルを欧州DAC諸国が提供した。援助総額は1994～96年の年間60～70米億ドルをピークに減少し始め，1999～2001年には年間30米億ドルを下回り，2002年には中国の返済額が受取額を超えてマイナスに転じた。特に1999～2000年には日本に対して巨額の返済をしている。現在，中国は対外援助への依存を低減し，代わりに外国為替収入を一部利用して関連債務を返済しているようだ。したがって，中国は開発の「公的支援」段階ともいえる状態から上手く脱した発展途上国の一例なのかもしれない。

ほとんどが民間であるが，外国銀行の貸出残高も1990年代半ばに著しく増加し，1992年の300億米ドルから1997年には870億米ドルでピークに達した（表3.4）。アジア通貨危機後，2002年に490億米ドルにまで下がったが，最近また急増し，2004年半ばまでには790億米ドルに達した。1994年以来欧州諸国の銀行による貸出が最大になっているが，それ以前は日本が最大の供給源であった。最近若干増えてはいるものの米国の貸出規模はずっと小さい。

日本との経済関係：　アジアの2大国である中国と日本はずっと主要な経済パートナーで，相互関係も急速に深まっている。たとえば，中国の対日製品輸出は2002年の22％から増加し2003年には760億米ドルに達した。一方，輸出は44％拡大し570億米ドルであった。その他製品が中国の輸出の約半分（49％）を占め，機械のシェアは34％であった（表3.5）。対照的に，機械は中国の輸入の半分以上（56％）を占め，その他製品のシェアは5分の1であった。事務用・電算機器，通信機器，その他電気機器の3つの電気機械関連カテゴリーは輸出・輸入両面で重要で，中国の輸出の29％，輸入の30％を占めた。ここでも，3つのカテゴリーの内，中国国内で加工される中間財の輸入が多いことがわかる。加工製品の相当部分は加工後輸出される。また，中国は日本から大量の一般機械も輸入している。このカテゴリーには大量の技術集約型の資本財が含まれている。製品貿易勘定に多額の黒字があるため，中国は日本に対して経常黒字を計上していたが，2001年に250億米ドルで頂点に達した後，2003年には140億米ドルに，そして2004年上半期には50億米ドルに減少している。中国の日本からの輸入，特に一般機械の輸入が急激に伸びたからであるが，これも中国での固定資本投資の水準が高いことを反映している。金融勘定では，日本の対中直接投資が2002年の26億米ドルから2003年には40億米ドルに急増し，2004年上半期は29億米ドルであった。また，2003～04年には日本の投資家が中国の経済ブームを利用して利益を得ようとしたため証券投資（主に株式）も大幅に増加したが，同時期にその他の投資を引き揚げている。中国も日本に対して多額の証券およびその他の投資をしてきたが，相当額の投資を引き揚げた年もある。

当初は幾分躊躇したものの，1980年代ならびに1990年代初めに日本企業は中国への直接投資を急速に拡大した。より包括的な東洋経済の推計を見ると，日系現地法人数は2003年に17％増加し3,476に達した（表3.6）。日系現地法人の従業者数の伸びはさらに急で，21％増え830,310人になった。これは中国に進出する日本企業が増えただけでなく，その規模も大きくなっていることを示している。以前に比べると規模も大きく従業者数も多い会社を設立しているのである。また，ほとんどの投資は製造業を対象としている。東洋経済の推計によると，2003年に中国で活動している日系現地法人企業の69％，従業者数にして93％が製造業であった。経済産業省（旧通商産業省）の公式推計を見ると，製造業の中でも電気機械が飛びぬけて大きく，2002年は現地法人の売上の40％，従業者の31％を占めた。その他輸出機械や商業でも日系現地法人が活躍している。多くの日系現地法人は日本における本社と密接に統合され、その生産およびマーケティング・ネットワークの一部となっている。電気機械の現地法人も国際貿易に深くかかわっており，2001年にはそれらの売上の26％が日本で販売され，38％は日本以外の地域に輸出された（日本，経済産業省，各年版）。したがって，中国の対日および他の相手国との貿易における電気機械関連製品のシェアは大きく，増加しているが，その主な供給源は日系現地法人である。
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